
外務省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）

29 Ａ　権限
移譲

その他 自治体職員の公務に
よる海外渡航に係る
公用旅券の発給

自治体職員の公務による海外渡
航についても国の省庁と同様、
公用旅券の発給を可能とし、関
西広域連合が発給業務を実施
できるように求める。

(提案にあたっての基本的な考え方）
　日本の国際化を推進し、経済発展を実現するためには、国だけでなく地方においても、諸外国と
の間で経済・国際交流を一層活発化する、いわゆる「地方外交」を積極的に推進していくことが求
められており、そのためには、相手国の関係機関から高い信頼が得られるよう、自治体職員の公
務による海外渡航についても、国の各省庁と同様、「公用旅券」の発給を可能とすべきであり、「公
用旅券」を円滑かつ迅速に発給するため、「公用旅券」の発給業務について、関西広域連合のよう
な府県域を越える広域行政組織において法定受託事務として実施できる制度とすることを求める。

（制度改正の必要性等）
　徳島県の飯泉知事が、東日本大震災後の福島原発の影響についての懸念を払拭するため、中
華人民共和国駐大阪総領事にその安全性をＰＲしてもらうよう要請を行った際、総領事から「中国
では地方政府の職員に「公用旅券」が発給されており、日本でも同様に自治体職員に「公用旅券」
が発給されてもよいのではないか」との指摘があったところである。公用と国に認められた者が相
手方と対応するかどうかというのは、中国のような国であれば大きく影響するということから、そうし
た指摘を踏まえ、関西広域連合としては、国の予算編成等に対する提案書の提出などを通じて、こ
れまでから国に要望してきたところであるが、未だ実現には至っていない。
　近年、各地方公共団体においても、各地域の特色を活かしたトップセールスやインバウンドの取
組が積極的に行われているなか、こうした各地域の取組を後押しし、国際交流による地域経済の
発展を進めていくためには、自治体職員が、相手国の関係機関から高い信頼を得て、用務を円滑
に遂行できるよう、自治体職員の公務による海外渡航についても、国の各省庁と同様、「公用旅
券」の発給を可能とすることが必要であり、「公用旅券」を円滑かつ迅速に発給するため、「公用旅
券」の発給業務を関西広域連合のような府県域を越える広域行政組織において法定受託事務とし
て実施できる制度とすることを求める。
　なお、相手国によっては日本の「公用旅券」についての認知度が低く、入国事務での手続きに支
障が出ている事例もあり、「信頼性」をしっかりと裏付ける「公用旅券」として、世界各国での認知の
徹底を図れるような措置を合わせて講じる必要がある。

旅券法第２条、第４
条、第５条の２、第８条
等

外務省 関西広域連
合
(共同提案)
滋賀県、京
都府、大阪
府、兵庫
県、和歌山
県、鳥取
県、徳島県

322 Ｂ　地方
に対す
る規制
緩和

その他 旅券発給手数料の納
付時期の変更

旅券発給手数料の納付方法を、
旅券受領時から旅券申請時に変
更かつ、受領に来ない場合でも
旅券発給手数料を返還しない

【現在の制度】
現行制度では、旅券法施行規則により旅券発給手数料は旅券受領時に納付することと定められて
いる。

【支障事例】
しかしながら旅券発給申請者の中には旅券を受け取りに来ない場合があり、県から申請者に対し
受け取りに来るように働きかけるなど、事務負担が増加している。
（当県での26年度旅券発給件数　16,283件、未交付失効　18件）

【制度改正の必要性】
ついては、旅券発給申請者に対し旅券発給手数料を申請時に納付させることで、受け取りに来な
い場合でも確実に旅券発給手数料を徴収し、事務負担の増加に応じた歳入を確保したい。

旅券法施行規則第19
条

外務省 福井県

制度の所管・関係府省
庁

求める措置の具体的内容
分野

管理番号
提案区分

提案事項
（事項名）

団体名具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性 根拠法令等
区分
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制度の所管・関係府省
庁

求める措置の具体的内容
分野

管理番号
提案区分

提案事項
（事項名）

団体名具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性 根拠法令等
区分

319 Ｂ　地方
に対す
る規制
緩和

教育・文
化

ＪＥＴプログラムの特に
優れていると認められ
たＡＬＴの任用期間の
要件の撤廃

　（財）自治体国際化協会が実施
するＪＥＴプログラムの特に優れ
ていると認められたＡＬＴの任用
期間の要件を撤廃すること

現在、ALTの任用期間は、JETプログラム任用団体マニュアルにより、特に優れている者でも最長5
年と定められている。特に優れていると認められたALTについては、自治体の判断で5年を超えて
再任用できるよう、期間の要件を撤廃すべき。
【支障事例】
　ALTは大学卒業後すぐに任務に就くため、授業の補助が確実にできるようになるまでに時間を要
する。また、来日間もないALTのほとんどが日本語のコミュニケーションに問題があり、小学校には
必ずしも英語専科教員が配置されいないことから、校内の業務に支障をきたしている。
　国では、ＪＥＴプログラムのＡＬＴを全国で大幅に増員する方針を示しているが、現在本県で雇用し
ている来日間もない一部のＡＬＴにおいても「指導力に問題があり、授業で十分活用できない」等の
現場の声もあるため、ALT増員による質の低下が懸念される。
【地域の実情を踏まえた必要性】
　学校現場からは、５年間終了後も任用の延長を望む声が出ているほか、ＡＬＴ自身からも、任用
の継続を望む者が多く、昨年度、任期５年間を終了した本県ＡＬＴ５名のうち４名は継続を望んでい
た。
【制度改正による効果】
　任用を延長したＡＬＴについては、長期間滞在中に学んだ日本の文化や習慣を授業などに活か
し、本県の子どもたちの英語能力を考慮して、より適切な指導が期待できる。
　また、英語専科教員の配置が十分ではない小学校での活用も期待できる。
【想定される懸念の解消策】
　任用期間を延長できるALTは、指導技術のほか、人格も素晴らしいと認められる者に限られるた
め、人材固定化による弊害は極小と考えられる。
　任用期限の延長が認められた場合も、必ずしも最長期間の任用する必要はないため、明らかな
弊害が認められる場合は、再任用を認めないことにより対応できる。

ＪＥＴプログラム任用団
体マニュアル　募集要
項

総務省
外務省
文部科学省

福井県
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